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本日の話題 

1. 欧州の巨大認証機関vs.日本の認証機関 

2. 政府成長戦略における標準化と認証 

3. 適合性評価の世界での動き（試験所を取り巻く環境の変
化） 

  (1)ISO/CASCOの動き 

  (2)システムアプローチ 

  (3)機能安全の拡がり 

  (4)性能基準化の流れ（電安法を例に） 

4. 試験所認定・試験所への期待 



欧州の巨大認証機関vs.日本の小規模認証機関 

圧倒的な規模の差異 
✹ SGS（スイス）：75000人                 ・JQA：800人 

✹ Bureau Veritas（仏）：52000人             ・海事検定協会：650人 

✹ TUV SUD（独）：19000人                 ・日本海事協会：1400人 

✹ TUV Rheinland：16000人                ・JET：250人 

✹ Intertek（英）：33000人                 ・日本食品分析センター：1150人 
✹ DNV（ノルウェー）：10000人 

✹ UL（米）：9000人 

グローバル化の差異 

業務範囲の広さ 

新規分野への積極的取り組み 

積極的M&Aによる拡大 
 

 

 



リスク評価、リスク管理から始まった 

欧州巨大認証機関の起源 
✹ SGS（スイス）：穀物出荷検査（仏） 
✹ Bureau Veritas（仏）：船級検査 
✹ TUV SUD（独）：蒸気ボイラー検査 
✹ TUV Rheinland（独）：蒸気ボイラー検査 
✹ Intertek（英）：海事貨物（英）、化学（加）、電球（米） 
✹ DNV（ノルウェー）：船級検査 
✹ UL（米）：電気安全試験 

保険との関連を含めてリスクをどう評価するか、安全性等をどう
示すかという性格、ビジネスとしての性格 
 
他方、日本は？ 
  ・法律に基づく検査（輸出検査法、電安法、その他） 
  ・法律の基準に従った試験・検査を実施するという性格 
  ・政府の代行、公益法人 



政府成長戦略における標準化と認証 
「日本再興戦略（平成25年6月14日）」 

３．科学技術イノベーションの推進 ⑦知的財産戦略・標準化戦略の強化 

 グローバルな経済活動の拡大を踏まえ、国内のみならず、海外においても、中小企業を始め

我が国産業や国民が円滑にイノベーションを起こし、権利を取得し、活用するイノベーションサ
イクルが実現するよう、審査の迅速化、トップスタンダード制度の推進、グローバルに通用する
認証基盤の整備等により知財戦略・標準化戦略を抜本的に強化する。   

○国際展開を念頭に置いた標準・認証制度の見直し  

・ 我が国企業の知見がより有効に活用されるよう、国際標準化機関における規格開発に係る
幹事国引受件数を 2010 年末の 78 件から 2015年末までに世界第３位に入る水準（95件）に増
加させるなど、戦略的 国際標準化を推進する。また、国際的に通用する重要な認証基盤の在

り方について今年度内に検討・取りまとめを行い、国内の認証機関の強化などにより、順次基
盤の整備を行う。  

標準化、認証へ言及された具体的項目例 
・生活支援ロボット（ロボット化介護機器の標準化と認証体制） 
・浮体式洋上風力発電 
・蓄電池の技術開発・国際標準化 
・燃料電池の技術開発と標準化による低コスト化 
・EVの電池・充電制御等の国際標準化 
・制御システムのサーバーセキュリティ 
・医療機器の民間の第三者機関による認証の拡大 
・プレミアム地域ブランド（高水準JISと独自の品質基準、認証体制） 
・医療情報のデータやシステム仕様の標準化 



インフラシステム輸出戦略（抜粋） 
（平成25年5月17日） 

 （具体的施策） 
 我が国が強みを有する分野の国際標準について、国際機関（国際電気通信連合や国際海事機関等）や

アジア諸国の標準機関と連携し、各国への導入を促進 
 スマートグリッド、制御セキュリティ等の分野において、国際認証基盤を整備するため、我が国認証機関

の体制強化及び海外の認証機関との連携を図る。また、我が国製造業が集積する海外生産拠点におい
て、国内同様の認証スキームが提供されるよう、我が国認証機関の海外進出を促進する制度構築を実施 

 相手国の制度整備（基準、発注方式、安全・品質管理等、港湾関連手続の電子申請システム（港湾ＥＤ
Ｉ））・人材育成支援・国際機関（国連自動車基準調和世界フォーラム等）における連携等を通じて、我が国
制度・技術の国際標準化、相手国でのデファクト・スタンダード獲得等を推進。加えて、我が国 政府として 
WTO／TBT 協定（貿易の技術的障害に関する協定）を活用し、他国の制度が国際貿易に不必要な障害を
もたらすことのないようにすることを確保する。 

 日本が強みを持つ環境性能、ライフサイクルコスト、緻密なマネージメント、省エネ・環境と両立した BCP 等
のリスク対応、運転技術等の優位性・信頼性に対する相手国の理解を促進し、省エネ・環境・安全等に関
する我が国の制度・システム等の普及を通じて途上国におけるビジネス環境整備を促進 

 制度構築まで視野に入れたＦ／Ｓや実証実験の推進、先進的なＩＣＴシステム等の相手国社会インフラシ
ステムへの組み込み 

 我が国企業の標準化や海外における権利取得を含めた知財マネジメント構築に向けた支援 
 車載用蓄電池など次世代自動車の分野において、共通基盤となる試験方法、安全性評価基準などの調

査・開発やそれら試験方法や基準への適合性評価の手法について、開発・実証を行う 

３．先進的な技術・知見等を活かした国際標準の獲得 （１） 国際標準の獲得と認証基盤の強化 
 省エネインフラ、ＩＣＴや次世代自動車など我が国が強みを有する分野の国際標準の先導や
輸出製品の認証基盤を我が国に構築するなど、国際標準獲得や相手国での関連する制度整
備に向けての戦略的な取組を強化し、これにより経済性や安全性に秀でたインフラシステム輸
出の推進に資する。 



ISO/CASCOの動き 

✹CASCOツールボックスの普及（個別産業、規制関係者） 

✹MSS関連［17021改正、コンピテンス（TS17021-Xシリーズ等）、
審査期間］ 、製品認証関連（17065改正済、17067はFDIS等） 

✹試験所関連（ISO/IEC 17025：2005）は動き少ない［2010年の
SR（定期見直し）でも確認44票、改正12票］ 。実質1999年版
ベース 

 規格 発行年 分野 次期SR 

17000 2004 用語・一般原則 2013 

17011 2004 認定機関に対する要求事項 2013 

17020 2012 検査機関に対する要求事項 2017 

17021 2011 MS認証機関に対する要求事項 改正中 

17024 2012 要員認証機関に対する要求事項 2017 

17025 2005 試験所・校正機関に対する要求事項 2015 

17043 2010 技能試験に対する要求事項 2015 

17065 2012 製品認証機関に対する要求事項 2017 

17067 2013（予定） 製品認証の基礎・スキームのガイドライン 2018 

TR17026 工業製品認証のモデルスキーム（G28+G53改正） 開発中 



システムアプローチ（IECにおける動き等） 

【背景】 
✹ スマートグリッド、スマートシティ、鉄道等のシステムインフラ、大規模システム、エネルギー

分野等大規模システムニーズの増大 
✹ 「機器」レベルではない「システム」レベルでの標準化が不可欠 
✹ 多くが複数のTCに関連 
✹ IECマスタープラン2011の最重要事項 

 
【システムレベルの標準化推進体制の整備】 
✹ IEC/SMBで体制を構築中 
✹ 複数のTCにまたがる標準開発体制を構築 
✹ システムニーズの把握、IEC内外を含めた協力・分担体制構築がポイント 
✹ 「システム」標準を策定していくためのシステムエンジニアリング、機能を含めたアーキテク

チュア作り、ネットワーク、システム評価技術等のサイエンス、ツールが重要 
 

【システムアスペクトと適合性評価】 
✹ IEC/CABにおいても適合性評価に係るシステムアプローチについて検討中 
✹ 「機器」の適合性にとどまらず、トータルシステムの機能、安全性等を評価していく方策の確

立が必要（個別機器の最適化が必ずしも全体の最適化ではない） 
✹ 他方、製品認証の一形態という認識もある(ISO/CASCO) 
✹ 我が国（特にベンダーサイド）は、トータルシステムとしての評価が必ずしも得意だったわけ

ではない。大規模ユーザーがトータルシステムのマネジメントを行ってきたのが実情（JR、
NTT、電力、水道局、JHその他） 
 

 



機能安全の広がりと適合性評価 

機能安全：特定の装置や機能の働きにより、機器やシステムにおいて、人間等に危害を与える危険を許容可
能なレベルにまで低減させる安全手法（←→本質安全）（信号システムと立体交差） 

 
 

 

 

 

安全ライフサイクル ソフトウエア安全サイクルのＶモデル 

安全度の定量化：SIL : Safety Integrity Level リスク事象のモデル化 

図表： 東京海洋大学 佐藤教授 （JSA機能安全セミナー）から引用 



機能安全規格の広がり 

IEC61508 
電気電子プログラマブル電子

安全関連系の機能安全 

ISO26262 
自動車 

IEC60335 
家庭用 
電気機器 

IEC61513 
原子力 

ISO13482 
サービス 
ロボット 

IEC62278/
62279 
鉄道 

IEC61511 
プロセス
産業 

IEC62061 
産業機械 

ISO13849 
機械類の制
御システム 

IEC60601 
医療機器 

IEC61800 
電子制御
モータ 



人材育成事業の趣旨、目的 

実践 

独自の認証 
制度創設力の構築 

新規規格作成 
・改訂提案力の構築 

認証手順の習得 
試験・評価手法の習得 
既存の関連規格の習得 

 
 
 

￥ 

適合性評価の基礎的概念の習得 

知識 
海外市場で求められる認証への後付対応から脱するためには、

企業、認証機関の人材育成必須。 

近年の取り巻く状況 

基礎的概念を理解し、規格の立案・改訂力を備え、独自
の認証制度を構築できるような人材構築を目指す。 

短期的目標 

長期的目標 

○国内において、同研修が持続的に行えるよう、研修内容を確立することを目標とする。具体的には、 
 
 適合性評価や、機械安全、機能安全、リスク評価手法等といった基礎知識の習得に係る教育プログラムの確立。 
 モデル事例を題材にした、機能安全等に関するケーススタディの実技プログラムの確立。 

○研修後の受講生に資格を付与する制度の構築。更には、国際的にも資格が認められる制度となることも目標とする。 

 
 

 
 

 

機能安全の認証の 
需要増加 

目指す人材像の方向性 

事業目標 

○企業において、開発等、基本設計に携わる中堅人材を主な対象とする。彼らが研修後に、社内で普及できるレベルに
育つことを目標とする。 

プラント業界の取引要件に。 
欧州の機械指令に採用。 

日本における人材の不足 

企業： 
 開発段階での認証観点の  
 不足。後付対応。 
認証機関： 
 評価が出来る人材の不足。 

認証の観点の重要性
を理解した人 

研修後 

社内で普及 

A社 

B社 
・
・
・ 

A社 

B社 
・
・
・ 

社内で普及 

国内認証基盤の 
強化 

・・・ 

経済産業省資料 

http://www.google.co.jp/imgres?q=%E6%8A%80%E8%A1%93%E8%80%85%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&hl=ja&biw=1127&bih=442&tbm=isch&tbnid=PoIIMJO3AJ-kmM:&imgrefurl=http://www.solpac.co.jp/jinzai/flow.html&docid=YClkZ2WzkcnxNM&imgurl=http://www.solpac.co.jp/image/jinzai/flow/kaishi.gif&w=215&h=145&ei=l9l0UZrNGIbYigKPl4HwAg&zoom=1&iact=rc&dur=344&page=2&tbnh=116&tbnw=172&start=13&ndsp=20&ved=1t:429,r:24,s:0,i:160&tx=107&ty=67�
http://www.google.co.jp/imgres?q=%E6%8A%80%E8%A1%93%E8%80%85%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&hl=ja&biw=1127&bih=442&tbm=isch&tbnid=PoIIMJO3AJ-kmM:&imgrefurl=http://www.solpac.co.jp/jinzai/flow.html&docid=YClkZ2WzkcnxNM&imgurl=http://www.solpac.co.jp/image/jinzai/flow/kaishi.gif&w=215&h=145&ei=l9l0UZrNGIbYigKPl4HwAg&zoom=1&iact=rc&dur=344&page=2&tbnh=116&tbnw=172&start=13&ndsp=20&ved=1t:429,r:24,s:0,i:160&tx=107&ty=67�


人材育成事業の具体的プログラム 

ガイダンス 
機能安全・リスクアセスメント 

適合性評価の基本 

ものづくり立国の危機 

機能安全規格は黒船か 

機能安全が製品を変える 

安全だけでなく性能・効率も 

機能安全 

IEC61508
等 

リスクアセ
スメント 

ISO31000 

機械安全
の基本 

ISO12100 
ISO14120 

制御安全
の基本 

ISO13849 

電気安全
の基本 

IEC60204 
(機械類の
電気装置) 

サービスロボット 

ISO13482等 

事例検討 

審査実務 
（文書作成演習） 

実技演習 
（実験用ロボット） 

自動車 

ISO26262等 

事例検討 

審査実務 
（文書作成演習） 

実技演習 
（実車･ﾃｽﾄｺｰｽ） 

鉄道 

IEC62278(RAMS)等 

事例検討 

審査実務 
（文書作成演習） 

実技演習 
（リスク解析等） 

制御システム 

IEC62443等 

事例検討 

審査実務 
（文書作成演習） 

実技演習 
（模擬プラント） 

ヒューマン
ファクター 

人間工学
等 

基礎領域 

基本
領域 

応用実技 
領域 



性能規定化の流れ（電安法の例） 

現在 
（～H24） 

当初 
（H25） 

将来 
（H26～） 

国の規制法 
（規制対象を品目単位で指定） 

国が策定する技術基準 
（個々の指定品目ごとに 

国が詳細な技術基準を策定 
他の方法は認められない） 

国の規制法 
（規制対象を品目単位で指定） 

国が策定する技術基準（省令） 
（性能規定化： 

製品全般が対象の「一般要求事項」と 
製品群固有の「個別要求事項」を策定） 

国が策定する技術基準の解釈(通達） 
（これまでの電気用品の技術基準省令を 

省令を満足する通達として採用） 

国の規制法 
（規制対象を製品群で指定） 

国が策定する技術基準（省令） 
（性能規定化： 

製品全般が対象の「一般要求事項」と 
製品群固有の「個別要求事項」を策定） 

個別安全規格 
（JIS規格等の公的な規格の活用） 

整合規格 自己適合証明 

JIS規格等を 
技術審査の上で 

国が是認 

民間企業が 
自ら製品の 
安全を立証 

どちらを用いても良い 

ポイント 

・品目指定から製品群の指定へ 
・技術基準は性能規定化 
 ①電気的、火災、火傷等ハザード考慮の性能規定②安全機能③使用場所等を考慮した安全設計④共用期間中における安全機能維持 
 ⑤組み込みソフトウエアの安全性⑥EMC及び光等⑦保護協調および組み合わせ⑧雑音⑨部品及び材料⑩始動、再始動、停止 

・JIS等の個別の安全規格（国際整合化したもの）を技術基準の性能を満たすものとして是認 

出典：電気用品の安全に関する技術基準等に係る調査検討会(NITE)資料 



性能規定化（続き） 

性能規定化の目的 

①社会への説明性向上（安全原則の明確化） 
②国際整合化 
③新技術への対応 

整合化規格の開発 

追加４分野 

①電気用品から発せられる電磁波、光、音響等による危害の防止 
②組み込みソフトウェアの安全性 
③電磁的妨害に対する耐性及び放射の制限 
④化学的及び生物学的ハザード 

重要な点 

・整合化規格は一つとは限らない。 
・新技術、新製品に対する自由度が高まる。自己適合証明も可能。 
・その一方で安全リスクを自ら評価し、自ら説明責任を負うことになる。 
・認証機関、試験所はそれを支える存在であることが期待される。 
・試験方法も様々になりうるし、Validationがより重要となる。 



試験所認定制度・試験所への期待 

① 安全へのニーズが高まる中で、安全リスクを評価し、説明していくことが、
事業者に、また、認証機関に求められている 

② 試験所の世界は一見安定していて、より多様な試験を適正に行う機能
を広めていくことが重要な課題となっている 

③ しかしながら、試験所としては、リスク評価を強く求められる事業者、認
証機関を支える存在となっていくことが期待される 

④ そのためにも、試験所が、より技術力を高め、新技術への対応能力や
新規の試験方法への対応能力もつけ、リスク評価のための基礎的情報
を提供するといった機能を、柔軟に事業者のニーズに対応しながら高め
ていくことが大切 
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AOTS 
国内外での研修 

1959年創立 
世界170カ国の延べ36万人を研修 

The Overseas  
Human Resources and Industry  

Development Association 
一般財団法人 海外産業人材育成協会 

JODC 
海外への専門家派遣 

1970年創立 
世界60カ国に延べ7,100人を派遣 

AOTSとJODCが合併し、2012年3月30日に設立。 
産業人材育成のトータルサポート機関として 

HIDAは新たなあゆみを始めました。 

  HIDAとは 



✹ 中小サービス産業の海外展開では現地事業を担う中核人材の確保・育成が事業成功の鍵とな
る。 

✹ そこで、①現地の有望な人材を日本の現場等での育成（研修）、②日本の専門家を現地に派遣

しての指導（専門家派遣）するといった取組を支援し、中小サービス業等における海外展開の加

速化を目指す。 

 「中小サービス業等海外現地人材研修支援事業」の紹介 
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• サービス産業に属する事業 （但し、農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂

利採取および公務を除く） 

• 建設業および製造業についてはメンテナンス等、サービス業に類似した事

業活動を行うものに限る。 

  （注；情報サービス分野に於いてはオフショア開発業務は対象外） 

事業 

目的 

対象 

ｻｰﾋﾞｽ 

分野 

活用 

事例 

• 現地スタッフに日本式接客手法やサービスマインﾄﾞを指導したい。 

• 現地の販売代理店にメンテナンス・サービスを指導したい。 

• 販路拡大のため営業手法（販促資料作成・営業体制とプロセスの整備等）を指導し

たい。   等 

https://www.dropbox.com/sh/dsnc0sa0wx7n95h/9xpQ3mxPhF/2013-04-09 21.09.35.jpg�


なお、次の業種については以下の通りとします。 

業種 小売業 サービス業 卸売業 
製造業・建設業・ 

運輸業・その他の業種 

資本金 5,000万円 5,000万円 1億円 3億円 

従業員数 50人 100人 100人 300人 

中小企業基本法第2条に規定する中小企業 
（資本金、従業員数のいずれかが下表の基準以下であれば中小企業） 

業種 旅館業 ソフトウェア業・情報処理
サービス業 

ゴム製品製造業  
（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業 

並びに工業用ベルト製造業を除く） 

資本金 5,000万円 3億円 3億円 

従業員数 200人 300人 900人 

※ 以下の企業は本事業の対象といたしません。 
•発行済株式の総数、又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者 
•発行済株式の総数、又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 
•大企業の役員、又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 

  ＜中小企業・小規模事業者の範囲＞ 
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日本企業 ＨＩＤＡ

日 本 現 地

海外の企業

現地のサービス人材等

日本的サービスの
技術・ノウハウ等

の習得
現地企業の中
核人材育成

子会社・合弁先等
◆HIDAの研修センターに

て導入研修（日本語および
日本の文化・社会）

◆日本企業にて日本式の
サービス手法等の習得日本企業 ＨＩＤＡ

日 本 現 地

海外の企業

現地のサービス人材等

日本的サービスの
技術・ノウハウ等

の習得
現地企業の中
核人材育成

子会社・合弁先等
◆HIDAの研修センターに

て導入研修（日本語および
日本の文化・社会）

◆日本企業にて日本式の
サービス手法等の習得

3．受入研修 
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• 在留資格「研修」での企業内実務研修（公的研修） 

• 計画立案・実施態勢整備から実地研修中の問題解決までトータルサポート 

• 研修生受入、研修実施の経費への補助金交付 

   （渡航費・滞在費・研修費、海外旅行保険費等） 

• 導入研修による日本・日本語理解、実地研修円滑化 

• HIDA研修センターで健康・安全・安心な環境提供 

• 一般研修参加による研修生のやる気向上 

 

「在留資格認定証明書」は不要 

HIDA身元保証による 
「研修」査証の申請 

在外公館限りで発給 

＜制度利用のメリット＞ 



4．専門家派遣 
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＜制度利用のメリット＞ 

• 専門家派遣経費への補助金交付 
 （航空賃、現地滞在費、海外旅行保険費、専門家謝金） 
• 専門家の派遣・指導をトータルでサポート 
  1案件1担当者制による専門家支援 
  国内外のネットワークを活用した情報提供 
  専門家の健康管理・安全管理・危機管理 
  独自データベースによる一元的派遣管理 
 

 

日本企業 ＨＩＤＡ

日 本 現 地

海外の企業

日本企業の専門家

サービス品質向上、
経営管理の改善等

現地化の促進

子会社・合弁先等

◆現地企業でのOJTによる
日本式サービス手法等の
指導

◆販路拡大等
日本企業 ＨＩＤＡ

日 本 現 地

海外の企業

日本企業の専門家

サービス品質向上、
経営管理の改善等

現地化の促進

子会社・合弁先等

◆現地企業でのOJTによる
日本式サービス手法等の
指導

◆販路拡大等



一般財団法人 海外産業人材育成協会 東銀座事務所 
〒１０４－００６１  
東京都中央区銀座５丁目１２番５号 白鶴ビル４Ｆ 
HP: http://www.hidajapan.or.jp 
 
【専門家派遣および海外研修】  
業務Ⅰ部 派遣業務グループ  
  TEL：０３－３５４９－３０５０   
  FAX：０３－３５４９－３０５５ 
  
【受入研修】  
業務Ⅱ部 受入業務グループ  
  TEL：０３－３５４９－３０５１   
  FAX：０３－３５４９－３０５５ 
  
メールでのお問い合わせはHIDAホームページ上のお問い合わせフォームからお願
いいたします。 
http://www.hidajapan.or.jp/hida/jp/contact/index.html 
 
 

お問い合わせ先 
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http://www.hidajapan.or.jp/hida/jp/contact/index.html�


御清聴どうも有り難うございました 
takeda@jsa.or.jp 

sadao-takeda@hidajapan.or.jp 

mailto:takeda@jsa.or.jp�
mailto:Sadao-takeda@hidajapan.or.jp�
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